
貸 借 対 照 表 
 （2025 年６月 30 日現在） 

 

（単位：千円） 

科   目 金 額 科   目 金 額 
（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 5,884,686 流 動 負 債 5,426,971 
現 金 及 び 預 金 1,042,171 工 事 未 払 金 124,781 
売 掛 金 82,895 短 期 借 入 金 347,000 
販 売 用 不 動 産 1,752,107 １年内償 還予定 の社 債 36,000 
仕 掛 販 売 用 不 動 産 1,564,301 １年内返済予定の⾧期借入金 191,353 
未 成 工 事 支 出 金 53,189 未 払 金 43,213 
材 料 貯 蔵 品 386 未 払 費 用 119,673 
前 渡 金 1,288,662 未 払 法 人 税 等 5,259 
前 払 費 用 21,593 未 払 消 費 税 等 65,124 
立 替 金 6,529 未 成 工 事 受 入 金 112,218 
未 収 入 金 72,828 前 受 金 2,333 
そ の 他 21 預 り 金 8,843 

固 定 資 産 295,509 賞 与 引 当 金 3,777 
有 形 固 定 資 産 5,867 不動産特定共同事業出資受入金 4,366,600 
建 物 5,554 そ の 他 794 
工 具 器 具 備 品 313 固 定 負 債 188,632 
無 形 固 定 資 産 10,194 社 債 71,000 
借 地 権 500 ⾧ 期 借 入 金 102,911 
ソ フ ト ウ エ ア 9,694 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 14,016 
投 資 そ の 他 の 資 産 279,447 預 り 保 証 金 705 
投 資 有 価 証 券 2,475 負 債 合 計 5,615,603 
出 資 金 137,907 （ 純 資 産 の 部 ）  
⾧ 期 前 払 費 用 1,612 株 主 資 本 564,592 
前 払 年 金 費 用 1,536 資 本 金 100,000 
繰 延 税 金 資 産 33,720 資 本 剰 余 金 4,467 
差 入 保 証 金 102,195 資 本 準 備 金 4,467 

  利 益 剰 余 金 470,324 
  そ の 他 利 益 剰 余 金 470,324 
   繰 越 利 益 剰 余 金 470,324 
  自 己 株 式 △10,200 
  純 資 産 合 計 564,592 

資 産 合 計 6,180,196 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,180,196 



損 益 計 算 書 
2024 年 7 月 1 日から 
2025 年 6 月 30 日まで 

（単位：千円） 

科      目 金      額 
売 上 高   5,125,621 
売 上 原 価   4,139,491 
売 上 総 利 益   986,129 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   655,189 
営 業 利 益   330,940 
営 業 外 収 益    

受 取 利 息  380  
受 取 配 当 金  7,394  
違 約 金 収 入  1,980  
雑 収 入  502 10,257 

営 業 外 費 用    
支 払 利 息  23,980  
社 債 利 息  725  
不 動 産 特 定 共 同 事 業 分 配 金  227,248  
出 資 金 評 価 損  725  
出 資 金 償 却 損  7,300  
雑 損 失  10 259,990 

経 常 利 益   81,207 
税 引 前 当 期 純 利 益   81,207 
法人税、住民税及び事業税  7,766  
法 人 税 等 調 整 額  △18,506 △10,739 
当 期 純 利 益   91,946 



個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記  
 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 
 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
① 販売用不動産、仕掛販売用不動産、 個別法による原価法（貸借対照表価額は 

未成工事支出金          収益性の低下に基づく簿価切下げの方 
法により算定） 

② 材料貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定） 

 
（３）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定率法 
 ただし、2016 年４月１日以降に取得し

た建物は定額法によっております。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 
 建物   ３～15 年 
 工具器具備品 ５年 
② 無形固定資産 定額法 

 なお、自社利用のソフトウエアについて
は、３～５年で償却しております。 

③ ⾧期前払費用 均等償却 
 

（４）引当金の計上基準 
① 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事
業年度に見合う分を計上しております。 

② 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。 
なお、退職給付債務及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
また、当事業年度末において年金資産が退職給付債務を上回ったため、この

差額を前払年金費用に計上しております。 
  



③ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 
 
（５）収益及び費用の計上基準 

① 戸建住宅及び賃貸アパートの販売 
戸建住宅及び賃貸アパートの販売は、用地の仕入から施工まで行った戸建住

宅を一般消費者へ販売する事業と、賃貸アパートを投資用不動産として販売す
る事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引き渡しを行う義
務を負っております。 

当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引
渡時点において収益を認識しております。 

② 戸建住宅・集合住宅の請負 
戸建住宅 ・集合住宅の請負は、戸建住宅 ・集合住宅の建築工事を請け負う事業

であり、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しており
ます。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として発生原価
に基づくインプット法によっております。 

ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれ
る時点までの期間がごく短い工事契約については、一定の期間にわたり収益を
認識せず、引渡時点において履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を
認識しております。 

③ コンサルティング料 
業務委託契約書に基づき不動産業者に対して、分譲住宅用地の情報収集、市場

動向及び法的規制等の調査、商品企画、事業計画立案、造成工事に係る図面作成
および積算等を行う義務を負っております。 

当該履行義務は物件規模等に基づき算定されたコンサルティング料金額につ
いて、不動産業者から承認を得た時点で充足されるものであり、当該時点にお
いて収益を認識しております。 

 
２．会計方針の変更に関する注記 
 

不動産特定共同事業に係る分配損（配当）の会計処理について、従来は当該事業
の終了時に一括して費用計上しておりましたが、当期より、当該分配損（配当）の
利息的性格に着目し、期間損益計算をより適切に行うため、発生期間に対応して費
用を認識する方法に変更いたしました。この会計方針の変更により、当事業年度の
「利益剰余金」の期首残高が 117,836 千円減少しており、また、当期の損益に与え
る影響は軽微であります。 
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